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平成２８年度事業報告書 

Ⅰ．法人の概要 

    名    称  学校法人 華陽学園 

   所  在  地  岐阜市太郎丸８０番地 

   創     立  昭和４０年２月（１９６５年２月） 

 

   目     的  教育基本法及び学校教育法に従い学校教育を行い、建学の精神「人らしく女

らしく あなたらしく あなたならでは」を体し、幅広い教養と高度な専門

能力を身につけ、社会に貢献できる前途有為な人材を育成することを目的と

する。 

 

   設置する学校    岐阜女子大学 家  政 学 部  健 康 栄 養 学 科  １６０名 

                          生 活 科 学 科    ４０名 

                  文化創造学部  文 化 創 造 学 科  １３０名 

                  大  学  院  生活科学研究科      ６名 

                          文化創造学研究科   １０名 

                          文化創造学研究科    ３０名 

                        （ 通信教育課 程 ） 

                             上記数字は、入学定員 

 

   学  生  数  １，０５８名 ※ 

   教  員  数     ８７名 ※ 

   職  員  数     ４１名 ※        ※平成２８年５月１日現在 

 

   役職員の概要  理 事 長  杉山博文 

            理   事   杉山博文  後藤忠彦 寺畠健 水谷邦照 

    松岡幸秋 田代久美子 太田裕之  

生田孝至 山口秀郎 國定 久 久保田智子  

           監   事  篠田元弘 後藤真一 松井宏一 三品駿 
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Ⅱ．事業の概要 

 平成２８年度事業の概要は、以下の通りである。 

 

１．学校法人名の変更について 

本学園は昭和４０年２月に学校法人杉山女子学園として認可・設立され、昭和４３年４月

に開学し今日に至っている。 

学園創設・大学開学以来、学部は女子だけであるが、近年、大学院及び提携校（姉妹校）

には男性の在籍者も増加しているため、法人名を変更する申請を文部科学大臣に行い、認可

された。 

変更日 平成２８年６月２０日 

 

２．大学における三つのポリシーの改定について 

   平成２８年３月「学校教育法施行規則」の一部改正が行われたことを受けて、教育上の三

つの方針（「卒業認定に関する方針」（ディプロマ・ポリシー）、「教育課程の編成及び実施に

関する方針」（カリキュラム・ポリシー）、「入学者の受入れに関する方針」（アドミッション・

ポリシー））を見直し策定した。 

  改定日 平成２９年４月１日 

 

３．平成２８年度私立大学等改革総合支援事業について 

    文部科学省による平成２５年度からの支援事業で、平成２８年度においても、「建学の精神

を生かした大学教育の質的向上」（タイプ１）、「特色を発揮し地域の発展を重層的に支える

大学づくり」（タイプ２）及び「産業界・国内の大学等と連携した教育研究」（タイプ３）の

支援対象校に選定された。これに伴い国より教育研究活性化設備整備費補助金として１，０

６７万円、経常費補助金として３，６３３万円の交付を受けた。 

 

４．平成２８年度私立大学等経営強化集中支援事業について 

１８歳人口の急激な減少を見据え、大学内・大学間でのスピード感のある経営改革を進め、

地方に高度な大学機能の集積を図る地方の中小規模私立大学等に対し、「私立大学等経営強

化集中期間（平成２７年度から平成３２年度）」における文部科学省による集中的支援であり、

本学は平成２８年度においても「経営改善型」（タイプＢ）に採択された。これに伴い国より

補助金として３，５６４万円の交付を受けた。 

   事業期間 平成２７年度から平成３２年度 

 

５．ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ（連携型）事業について 

   本事業は、女性研究者支援体制の軸となる「連携型共同研究プロジェクト支援」を実施す

ることにより、岐阜大学、岐阜薬科大学、岐阜女子大学の３大学とアピ株式会社が各々の特

性を活かして連携し、共同研究を通じて女性研究者の研究力を強化するとともに、地域内で

の女性研究者流動性を高めつつ、安定した活躍の場を確保することを目指し、地方創生にも

繋げる計画である。これに伴い国より補助金として５２４万円の交付を受けた。 

  事業期間 平成２７年度から平成３２年度 

 

６．現職教員の新たな免許状取得を促進する講習等開発事業について 
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   ハイレベルな教員免許状更新講習と免許法認定講座・大学院等を連携させ、教員が学び続

け資質の向上を図るために、教員免許状更新講座を受講した教員を対象に、課題の提出によ

り文部科学省免許法認定講座の単位認定を行う教育モデルプログラムを展開する。また、イ

ンターネットを活用し、遠隔地に勤務する教員が同認定講座を受講しやすくする。さらに、

小学校の英語教育を推進するため、小学校の教員に対する中学校英語免許状を取得できる免

許法認定講習等を開催し、中学校英語免許状の取得を促進する。国から委託費１９６万円を

得た。 

委託期間 平成２８年４月２６日から平成２９年３月３１日 

            

      ７．岐阜県と岐阜女子大学との就職支援に関する協定について 

     この協定は、相互に連携・協力に努め、岐阜県内の企業による合同企業説明会を開催する

など、学生の就職活動を支援することにより、学生の県内就職の促進を図ることを目的とし

た。 

    締結日 平成２８年１１月７日 

         

８．教育活動について 

 

（１）各種コンクール等の開催について 

    小・中・高校生から成人まで、各自が持っている技術についての評価と、さらに学習の意 

欲を高めるため、各専攻・コース等でコンクールを開催した。各コンクールでは、自分の生 

活を見直し、さらなる技術評価が図られる。児童・生徒への働きかけ、指導等の向上、表現

活動の向上、高い専門的技術・能力の向上、など多様な視点からの評価と学習意欲を高め、

さらに技術・能力の向上を志す人を支援した。 

開催された各コンクールは以下の通りである。 

①  高校生「朝ごはん」コンテント 

②  手づくり絵本コンクール 

③  伝統文化裁縫コンテスト 

④  わたしの住まいリフォーム・デザイン案コンテスト 

⑤  紙しばいコンテスト 

⑥ デザイン書道コンクール 

⑦ 観光写真コンテスト 

⑧ 英語キャプションコンテスト 

⑨  デジタル・アーカイブコンクール 

 

（２）岐阜女子大学全国書道展の開催について 

本学の書道教育コースでは、書写・書道教育のできる幼・小・中・高等学校の教員養成を

目指す。この取り組みを現代の青少年の将来に向けて、生活全般にわたる健全な育成はもち

ろん、書写・書道教育を通じて人格陶冶の一助となるように、書写・書道教育の発展と振興

を目的に第１５回岐阜女子大学全国書道展を企画し、平成２８年９月に開催した。全国の高

校生・中学生・小学生を中心に半紙作品を募集し、大賞・準大賞・書道展賞他各賞を授与す

るもので、応募数は過去最高の１２，６４５点であった。 

 

（３）実践特別プロジェクト演習「災害時浴室棟の新築」について 



4 

 

実務教育を重視するために実践特別プロジェクト演習を取り入れており、大学構内に災害

支援施設として本件の新築工事を進めている。工事の企画・設計から建設までトータルプロ

セスを学び、実体験させることにより、自主性・責任感・協調性・提案力など将来社会人と

して必要な基礎的スキルを身につけさせている。 

 

（４）保育士養成課程による創作ミュージカルの発表について 

保育士を目指す学生が、地域の子どもやその保護者、または学生自身の保護者を対象に、

創作ミュージカルの上演を行っている（今年で１１回目）。企画から発表までの取り組みが実

践力を養い、自信を生み、顧客や仲間たちとの感動の共有が「できる保育者」への原動力と

なっている。 

 

（５）実践力ある教員養成のための体験実習（ＥＧＧプラン）について 

「ＥＧＧ（Ｅnjoy Global Growing up）プラン」では１年次から実習を行い、教員として

の実践力を養成するため、１００時間の自主体験学習など、４年間を通して学びを蓄積でき

るプログラムである。学生が社会と共同で教材研究や模擬授業等を行うことで、教育実践の

場に根ざした、実践知が伝承され、共に創造するシステムを構築して、教職志望学生の力量

向上、さらには、学校改革も含めた学校力の向上を目指すものである。 

 

（６）就職活動について 

平成２８年度の本学への求人は 6,709 社からいただき、求人件数は昨年比 13%増、就職希

望対象学生の 27 倍となった。低学年時から学生の出身地でのインターンシップ、地域のニー

ズを課題として取り組むアクティブラーニングなどのキャリア教育を通して、実践力をつけ

る実務実習を通し職業人としての職務適応力の指導に努めた結果、今年度卒業の学生の就職

決定率は前年比微増で 99％を確保できた。 

 

 

８．研究活動について 

（１）科学研究費補助金により行われたもの 

①「日本型教育行政システムの構造と史的展開に関する総合的研究」 

                 基盤研究（Ｂ）   文化創造学部教授：梶山雅史 

②「学力向上を支える教員文化の創造に関する基礎研究」 

                 挑戦的萌芽研究    文化創造学部教授：梶山雅史 

③「包括的連携価値化による都市の文化的景観づくりと観光まちづくりへの応用に関する 

研究」 

                 挑戦的萌芽研究   家政学部教授：黒見敏丈 

④「ミリ波帯パッシブサーモグラフィーを応用したタンパク質構造変化エントロピー測定」 

                 挑戦的萌芽研究   家政学部教授：岸上明生 

⑤「地域とともにある学校づくりの実質化と地域人材育成に関する調査研究」 

                 基盤研究（Ｃ）   家政学部准教授：安井智恵 

⑥「超高分解能走査型ミリ波サーモグラフィーの開発とその応用に関する研究」 

                 研究分担者  家政学部教授：岸上明生 

⑦「音楽的発達と音楽的文化化の観点から検討した小学校のリズム指導カリキュラムの開 

発」 

                 研究分担者  文化創造学部教授：安藤久雄 



5 

 

⑧「学力向上を支える教員文化の創造に関する基礎研究」 

                 研究分担者  文化創造学部教授：服部晃 

⑨「持続可能な地域づくりに向けた学区内外における協働体制の構築課程に関する調査研

究」 

                 研究分担者  家政学部准教授：安井智恵 

⑩「戦後の地域復興と産業集積の形成をめぐる動態分析―岐阜アパレル産地について」 

                 研究分担者  文化創造学部教授：丸山幸太郎 

⑩ 「批判的思考ルーブリックによるメタ認知的活動を組み入れた思考力育成プログラムの

開発」 

                 研究分担者  文化創造学部教授：生田孝至 

⑫「教育実践研究の伝承と創造を支援する授業研究プラットフォームの構築」 

                 研究分担者  文化創造学部教授：生田孝至 

⑬「狭衣物語諸本研究―三条西家本を軸にして―」 

                 研究分担者  文化創造学部教授：鈴木泰恵 

 

（２）獣害に強い作物である徳山唐辛子を使用した特産品開発について 

    徳山唐辛子を活用したジビエ料理の開発、同唐辛子の成分分析及び活用方法について研究

依頼のあるもの。本巣市の委託事業である。 

 

（３）布地のシワの程度測定に関する実用化、公知化について 

画像解析によるシワの程度を測定し、形状安定加工製品の性能評価を検証するために研究

依頼があるもの。株式会社日清紡テキスタイル及び一般財団法人ボーケン品質評価機構の委

託事業である。 

 

 

（４）発芽玄米の血糖値上昇抑制効果と咀嚼回数による影響について 

    発芽玄米は植物繊維やγ―アミノ酸が多く含まれ、多くの生理機能効果が期待されている。

発芽玄米の血糖値上昇抑制効果と咀嚼回数による影響について研究依頼があるもの。医療法

人英集会の委託事業である。 

 

（５）地域食材を活かしたレシピ創作コラボレーション事業について 

    美濃市の公の施設「道の駅 美濃にわか茶屋」と本学がコラボレーションする中で、実践

的な研究機会を確保し、職を通じた地域の活性化に取り組むもの。株式会社美濃にわか茶屋

の委託事業である。 

 

（６）滋賀県東近江市蒲生地区「食の６次産業化プロジェクト」について   

    当地区の特産物を活用した食の提供及び加工食品企画開発の研究依頼があるもの。トモロ

ーブレイン株式会社の委託事業である。 

 

（７）可児市特産物のメニュー共同開発について 

    可児市特産物を素材として活用したメニューの開発提案と食育イベント運営の助言に関す

る研究依頼があるもの。株式会社恵那川上屋の委託事業である。 
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（８）空き家等モデル改修提案業務委託について 

    空き家の利活用、移住・定住促進に向けたモデル空き家のリノベーションデザインの提案

に関する研究依頼があるもの。山県市の委託事業である。 

 

（９）観光拠点リノベーション事業提案業務委託について 

    伊自良湖及び四国山香りの森公園の観光活性化に向けた問題点、改善整備の方向性の提案

に関する研究依頼があるもの。山県市の委託事業である。 

 

（10）結婚に係る調査研究事業業務委託について 

    山県市結婚支援事業の推進あたって、独身者及びその親の結婚に係る意識調査をおこない、

その調査結果を分析し、同市独自の長期的な未婚晩婚プランを策定するための研究依頼があ

るもの。山県市の委託事業である。 

 

（11）ジビエ商品開発業務委託について 

山県市で捕獲した鳥獣の食品用（ジビエ）等、商品開発に関する研究依頼があるもの。山

県市の委託事業である。 
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Ⅲ．財務の概要 

 

１．学生納付金収入 

平成２８年度  学生数  １，０５８名（５月１日現在）１，１４５，７８８千円 

平成２７年度  学生数  １，１０８名（５月１日現在）１，１９４，７２１千円 

平成２６年度  学生数  １，１３６名（５月１日現在）１，２３３，６９１千円 

 

２．寄付金収入 

平成２８年度 

（１）一般寄付金                      １，０００千円 

（２）特別寄付金 

沖縄基金                              ２，５００千円 

    杉の実会（父母の会）                       ４，３２６千円 

（３）現物寄付金  

 

図書他                                  ２，２３７千円 

合計                                               １０，０６３千円 
 

平成２７年度                                            １８，０４５千円 

平成２６年度                                             ８，４８０千円 

 

３．補助金収入 

平成２８年度 

（１）国庫補助金 

私立大学経常費補助金他             ２３７，２３５千円 

ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ他     ５，２４４千円 

私立大学等教育研究活性化設備整備費補助金      １０，６７１千円 

（２）地方公共団体補助金 

岐阜市結核予防費補助金他                 ７７千円 

合計                                           ２５３，２２７千円 
 

平成２７年度                                          ２９３，１７３千円    

平成２６年度                                          ３２７，２１１千円     

 

４．人件費         （   ）内は、「うち退職金金額」 

平成２８年度        ８０３，０６０千円    （    ３０，４７４千円 ） 

平成２７年度        ８０９，８６８千円    （    １５，０９９千円 ） 

平成２６年度        ８４７，４５０千円    （    ５１，５４０千円 ） 

 

５．教育研究経費   （   ）内は、「うち減価償却額」 

平成２８年度        ４５２，６９８千円    （ １３８，９８５千円 ） 

平成２７年度        ４８７，９９２千円    （ １５２，７９３千円 ） 

平成２６年度        ４７８，７０９千円    （ １４５，７７４千円 ） 
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６．管理経費       （   ）内は、「うち減価償却額」 

平成２８年度        １８８，７０４千円    （    ２３，７６６千円 ） 

平成２７年度        １９４，３０３千円    （    ２３，９７４千円 ） 

平成２６年度        １８４，７９４千円    （    ２５，１０２千円 ） 

 

７．土地 

平成２８年度                           ０千円 

平成２７年度                           ０千円 

平成２６年度                           ０千円 

 

８．建物 

平成２８年度 

    図書館トイレ改修工事                １０，２６０千円 

    いずみ寮エアコン取替工事他              ６，４１０千円 

  合計                                              １６，６７０千円 
 

平成２７年度                                           ５６，４９９千円 

平成２６年度                                          １６２，２１５千円 

 

９．構築物 

平成２８年度 

体育館歩廊コンクリート工事他             １，３９３千円 

平成２７年度                           ０千円 

平成２６年度                         ３７２千円 

 

１０．教育研究用機器備品 

平成２８年度 

  自主学習用機器                    ８，９６４千円 

デジタル教材作成機器                 ５，９６１千円 

成績処理機器他                   ２０，８２７千円 

  合計                                             ３５，７５２千円 

  

平成２７年度                                           ４４，６１１千円 

平成２６年度                                            ５４，９３１千円 

 

１１．管理用機器備品 

平成２８年度 

    印刷機他                       ７，０７４千円 

     

 

平成２７年度                             ３，７８６千円 
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平成２６年度                             １，１４７千円 

 

 

１２．図書 

平成２８年度            ４，０７５千円 

平成２７年度            ４，２２１千円 

平成２６年度            ４，０１０千円 

 

１３．運用資産 

   平成２８年度  ２，２０５，３３０千円 

   平成２７年度  ２，０５１，５６８千円 

   平成２６年度  １，８９３，２６９千円 

 

１４．正味資産 

   平成２８年度    ４，３９４，７１２千円 

      平成２７年度    ４，３１７，６９８千円 

      平成２６年度    ４，１９７，６５６千円 

 

 

 

※  学校会計基準による様式は、私立学校振興助成法で経常費補助金交付の観点からの表示区分と

なっております。 

 


